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調査概要 

○ 調査目的 

  フィリピンではハイエン台風被害が発生し1ヶ月強が経過しており、被災

地での活動段階は応急・緊急援助から本格的な復旧・復興へとシフトしつ
つある。こうした状況を踏まえて、今回の調査では、早期警戒情報の伝達
などについて、いま一度確認、検証を行い、復旧・復興の課題等について
整理するととともに、災害に強い国・まちづくりとその支援策について考
察する。 

 

○ 派遣者 

  河内 紳吾（国際復興支援プラットフォーム (IRP) 復興専門官） 

  ジェラルド・ポトゥタン（同上：復興専門官） 

  池田 誠       （アジア防災センター研究員） 

  髙田 洋介      （人と防災未来センター研究員） 

 

○ 現地調査日程：2013年12月18～21日 



調査行程 

【１２月１８日】 

[移動] 関空－マニラ－セブ 

[表敬訪問] JICAフィリピン事務所訪問 

 

【１２月１９日】 

[移動] セブ－タクロバン 

[ヒアリング] パロ(Palo), MDRRMO, レイテ州 

[ヒアリング] サンホアキン(SAN JOAQUIN), Barangay, レイテ州 

[ヒアリング] バラス(BARAS), Barangay, レイテ州 

[ヒアリング] レイテ州緊急災害対策本部, PDRRMO, レイテ州 

[被災地視察] タクロバン市内避難所視察 

 

【１２月２０日】 

[ヒアリング] レイテ州緊急災害対策本部, PDRRMO, レイテ州 

[ヒアリング] タクロバン市(Tacloban), CDRRMO, レイテ州 

[ヒアリング] バセイ(Basey), MDRRMO, サマール州 

[被災地視察] バセイ(Basey), サマール州 

[ヒアリング] OCD Region VIII 

 

【１２月２１日】 

[移動] タクロバン－マニラ－関空 



フィリピンの概要 

（出所：国土地理院） 

災害概要：毎年20個程度の台風が襲来。環太平洋火山帯に位置しており、地震や噴

火が起きやすい。さらに地理的・地形的に津波、海面上昇、土砂災害、鉄砲水・洪水、

干ばつなどの被害を受けやすい。 



Philippine Coastal Data 

国を形成する島の数 約7,100   

国土面積  約300,000 km2 

総海岸線 約36,289 km 

海岸に面した州の数 64 (out of 79) 

海岸に面した自治体の数 822 (out of 1,502) 

海岸地域の人口  
64.7 million (2000) 
* total: 94.0 million (2010) 

フィリピンの概要 



ハイエン台風の概要 

2013年11月8日、当該年最大の勢力をもつ台風30号（アジア名Haiyan、現地名
Yolanda）がフィリピン中部を襲い、レイテ島の中心都市タクロバン、サマール島
（マニラの南東約600Km）などで甚大な被害が発生した。 

（出所：欧州委員会共同研究センター （EC-JRC） ） 



【台風概要（11/8 発表）】 

最大風速 87.5 m 

最大瞬間風速 105 m 

 

【被害概要（12/23 発表）】 

死者6,109人、行方不明1,779人 

負傷者27,665人、家屋損壊114万戸 

＊342万世帯・約1600万人が被災して、89万世帯・

409万人が避難生活を余儀なくされている 

 

【被害額（12/16 発表）】 

総被害額（PHP）：35,547,986,330.67 

［内訳］ 

インフラ；18,226,835,334.29 

農業；17,321,150,996.38 

＊10,000 PHP = 23,350 JPY (12/16) 
（出所：米海軍合同台風警報センター、

NDRRMC ） 

ハイエン台風の概要 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Haiyan_Nov_7_2013_1345Z.png


 ① 早期警戒体制 

      Early Warningの発出、バランガイ・住民への伝達 

 

 ② 地域住民の避難状況 

      いつ、どのように避難したか 

  

 ③ フィリピンにおける防災体制、法体系、防災面での取組 

      どのように整備され、効果があったか 

 

 ④ 復興（今後の災害予防を含む）に向けた課題・ニーズ 

       

 

 ⑤ 国際防災関係機関としての今後の支援策 

 調査の視点 



 フィリピンの防災体制～4 層の行政構造～ 

中央政府(マニラ首都圏) 

80の 州政府 

   42,028の 村落コミュニティー (Barangay) 

国際復興支援プラットフォーム(IRP)及びアジア防災センター調べ 

http://www.nscb.gov.ph/activestats/psgc/NSCB_PSGC_SUMMARY_Sept2013.pdf 

17 リージョン 

レイテ島はリージョン8に属する 

1,634の自治体政府 (143の市、1,491の町) 

レイテ島はレイテ州と南レイテ州に分別される 



参考（フィリピンの防災行政の取り組み） 

2010年5月27日：防災法 (RA10121 “Philippines Disaster Reduction 

and Management Act of 2010”) の制定 

災害対応から総合防災へ：防災のすべてのサイクル（減災、事前

準備、災害対応、復旧復興）を含む内容、自治体レベルまでの防

災体制を規定、分野横断的Committeeを設置 

2011年7月：国家防災枠組み (National DRRM Framework) の承認 

2012年2月：国家防災計画 (National DRRM Plan 2011-2028) の策定 

2013年7月～ 地域防災計画策定推進プログラムの実施  

2013年9月までにリージョンから市町に至るすべてのレベル 
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 国、州、市など各レベルの政府、 

バランガイ、住民への聞取り調査 

タクロバンの飛行場（左） 

レイテ州市内の現状（右） 



レイテ州復興復旧チームとの協議 

 国、州、市など各レベルの政府、 

バランガイ、住民への聞取り調査 



レイテ州復興復旧チームの構成 

＊インフラ、農業、医療などの専門家で構成されている 

 国、州、市など各レベルの政府、 

バランガイ、住民への聞取り調査 



タクロバン市における聞き取り調査 

 国、州、市など各レベルの政府、 

バランガイ、住民への聞取り調査 



パロ市内におけるバランガイでの聞き取り調査 

 国、州、市など各レベルの政府、 

バランガイ、住民への聞取り調査 



サマール州での聞き取り調査 

 国、州、市など各レベルの政府、 

バランガイ、住民への聞取り調査 



サマール州における被災地視察 

＊レイテ州に隣接するサマール州においても大きな被害が生じた 

 国、州、市など各レベルの政府、 

バランガイ、住民への聞取り調査 



海外支援への感謝（左） 
地元警察が設置した対策本部概観（右） 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



パロ市における被害情報調査 

＊新しい情報が毎日更新されて掲示板に記載されている 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



パロ市における復興復旧委員会の活動 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



パロ市における被害情報調査 

＊Barangay(村落コミュニティ)別の被害情報が更新されている 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



パロ市内にあるBarangay事務所 

＊Storm Sargeは背丈程まで浸水し備品の被害を受けたとの説明があった 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



パロ市内にあるBarangay事務所 

＊復興に必要な必要事項等を個別に取りまとめている 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



レイテ州災害リスク軽減・管理評議会（PDRRMC）の災害対策本部の様子 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



フィリピン国内で発行されている災害や疫病に関する資料 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



台風ヨランダ タスクフォースの事務所（左） 
レイテ州におけるバランガイ別の統計データ（右） 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



レイテ州災害リスク軽減・管理評議会（PDRRMC）の災害対策本部に設置された被害マップ 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



タクロバン市の災害対策本部で使用されている資料 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



レイテ州とサマール州を結ぶ橋梁（左） 
Basay（サマール州）で掲示された行方不明者捜索に関するチラシ（右） 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



災害時を含む通常の生活改善運動等に関する啓蒙（左） 
サマール州の被害の様子（右） 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



サマール州の被害の様子 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



フィリピン国第８民間防衛室 

（OCD: Office of Civil Defence, Department of National Defense）における協議 

 フィリピンでの防災面での努力、取組 



早期警戒体制と災害情報の把握・伝達 

• これまでの台風被害を踏まえ、国防省市民防衛局(OCD)や気象庁

(PAGASA)により警報プログラムが整備されており、台風の発生直

後から災害情報を把握、予報と警報は中央政府から州、市町村レ

ベルまで伝達されていた。 

• 村落レベル(Barangay)では住民に対し避難行動を呼びかけるなど

一定の努力は確認された。 

• その一方で、台風に伴う｢高潮」発生は、地方レベルの防災担当者

にとっては「想定外」の事象となっており、住民に対する災害情報伝

達に影響が出た。 

 調査結果の概要 



地域住民の避難状況 

• 予報は、台風が接近する前から発出されており、前もって避難行動

を取っていた住民が相当数いたが、その一方、屋内退避をし続けた

ため家屋ごと人が流出した例があった。 

• 台風上陸直前に雨・風が一時的に止んだため、台風が通過したと

誤解し、一時避難先から居住区に戻って高潮被害に遭った事例が

多く見られた。 

• サマール島Baseyなどの地区では、自らのとっさの判断で高台へ避

難し高潮から逃れたケースが確認されるなど、一部の住民において

｢自助｣の意識が高い人も見られた。 

 

 調査結果の概要 



復興（今後の災害予防含む）に向けた課題・ニーズ 

（ハードインフラ面） 

• 短期的な仮設住宅の建設、中長期的な住宅復興、次世代に強いま

ちづくりを実施するとともに、復興事業において被災者を雇用するな

どの仕掛けづくりが必要。 

• 学校、協会、役所、集会所、病院などの公共建築物を強化、耐震化

することにより、低所得層による避難先として確保することが必要。 

 

 

 調査結果の概要 



復興（今後の災害予防含む）に向けた課題・ニーズ 
 
（ハードインフラ面） 

• 住宅（家屋再建、内陸移転に伴う用地確保） 

• 雇用（ハードインフラ整備に伴うcash for work） 

• 公共インフラ（道路、空港、港湾、防潮堤） 

• 生活・通信インフラ（上下水道、電気、電話） 

• ガレキ処理（処分場の確保） 

• 農業者・漁業者対策（農地、漁港、漁船） 

• 災害弱者対策（教育のための場所、教材と文具） 

 

 

 

 調査結果の概要 



復興（今後の災害予防含む）に向けた課題・ニーズ 

（ソフトインフラ面） 

• 風水害など気象系災害に係る早期警戒情報については、情報伝達

手段・ルートのさらなる改良と普及啓発、メディアとの協力が必要。 

• 地方政府レベルにおいては、未だ経験したことのない規模の災害に

対する「想像力」と、住民の災害への備え・避難を促す警報を出せる

「表現力」を有する人材の育成が重要。 

• 住民レベルにおいては、「公助」、「共助」に加えて、「自助」において

も意識向上が必要。 

 

 調査結果の概要 



 調査結果の概要 

復興（今後の災害予防含む）に向けた課題・ニーズ 

（ソフトインフラ面） 

• 災害対策について、政府、指定公共機関、民間企業、メディア、
医療機関、教育機関等全てのstakeholdersを巻き込んで、その努
力の結果を、自治体やバランガイを通じて、住民に伝える
platformの強化が必要。 

• 地域防災計画とハザードマップについて、住民への浸透を図ると
ともに、行政・住民一体となった実践的な訓練を実施し、運用能
力を高める必要。 

• 局地的激甚災害地域には、関西広域連合のカウンターパート方
式や、離島や山間部については、医療サービスの広域連携を導
入するなど、地域間格差を解消する努力が必要。 

 



調査参加機関の今後の支援策(案) 

(国際復興支援プラットフォーム(IRP)) 

• 2014年1月21日(火) 兵庫県神戸市にて「国際復興フォーラム2014」を日

本政府、兵庫県とともに開催。フィリピン政府から国防省市民防衛局

(OCD)幹部を招聘し、台風被害からの復興状況について発表、日米の

基調講演者ら参加者とともに、災害復興について意見交換する予定。 

• 2014年2月頃、フィリピン中部において、レイテ州など地方政府の防災

担当官向けの人材育成事業を企画。復興計画、財政、住宅建設、避難

所運営、ガレキ処理、環境衛生、気候変動など災害復興に必要な様々

な切り口からワークショップを行う予定。 

 調査結果の概要 



 調査結果の概要 

 

調査参加機関の今後の支援策(案) 

(アジア防災センター(ADRC)) 

• 2014年3月4～6日、東京にて「アジア防災会議2014」を日本政府、国連国

際防災戦略事務局とともに開催。フィリピン政府を含むメンバー国30カ国

から防災行政担当者を招聘し、今回の災害の教訓や、人材育成・衛星利

用など、日本における取組を紹介・情報共有する予定。 

• ADRCメンバー国の抱える防災の課題について研究を行う目的で、メンバ

ー国の政府職員を日本に招聘する「客員研究員」事業や、メンバー国同士

の協力により各国の防災力を向上させる「共同事業・ピアレビュー」等アジ

ア防災センターの実施する諸事業により、フィリピンの防災職員の能力向

上に貢献。 



フィリピン政府と国民による防災上の努力は一定の評価をすべき 

• これまでの度重なる台風や土砂災害、地震、火山などの自然災害

を踏まえ、フィリピンでは政府や国民の間で一定レベルの「防災の

文化」が根付いている。 

• とりわけ、2005年に兵庫県で開催された「国連防災世界会議」に基

づく「兵庫行動枠組」に沿って、防災基本法(2010年5月)や防災基本

計画・地域防災計画の策定を行うなど、政府レベルでの努力は相当

なされてきた。 

 調査結果の概要（総論） 



 調査結果の概要（総論） 

 

フィリピンにおける次世代のための災害に強い国・地域づくりに向けて

日本の過去の災害経験に基づく教訓の提供・貢献が必要 

• 防災はフィリピンの持続可能な発展のため必要不可欠なテーマ。今後も、

繰り返し、同種の災害（台風・高潮、地震、火山噴火、津波、洪水・土砂災

害）が発生することが考えられるため、これら災害への効果的な備えが早

期に必要。 

• フィリピン政府は従前より、日本の協力も得ながら、防災に果敢に取組ん

できたが、このたび、甚大な被害をもたらした台風｢ハイエン｣により、防災

の重要性が再認識された。この際、過去の災害の経験を改めて検証し、

今後の防災対策に反映させるべき。我が国としては阪神・淡路大震災、東

日本大震災等過去の災害経験に基づく教訓を提供・貢献する必要。 



国際復興支援プラットフォーム（ IRP ） 

              河内 紳吾 

              ジェラルド・ポトゥタン  

アジア防災センター     池田 誠 

人と防災未来センター    髙田 洋介 

協力：Office of Civil Defense，JICA 

JICA技プロ「フィリピン国災害リスク削減・管理能力向上プロジェクト」チーム 


